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ワークフローシステムの導入がもたらす
業務プロセスの変化の分析
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企業におけるワークフローシステムの導入の進展に伴い、従来のOA系でのワークフローシステム
と共に、基幹系業務でのワークフローシステムの導入が増加しつつある。基幹系の業務は、企業に
おけるビジネスプロセスそのものであり、一連の業務のターンアラウンドをいかに短くするかが企
業競争力上極めて重要である。したがって基幹系のワークフローシステムでは他のワークフローシ
ステムよりもその導入効果がより厳しく求められる。当論文では、基幹系ワークフローシステムの
構築により業務プロセスにもたらした効果の分析と評価について述べる。分析対象としたシステム
は、ソフトウェアの発注業務に関するものであり、分析データは約 500人の部門での 18ヶ月間の数
千件の書類に対するものである。分析の結果、ワークフローシステムの導入により、当初は導入前
よりも処理時聞がかかっているが、時間と共に処理時間は低下し、導入以前よりも小さくなるがあ
る時点で下げ止まること、下げ止まったあとも標準偏差は引き続き低下し業務プロセスの安定化に
寄与することが分かったo また、一つの会社の同一業務でも、処理日数は部門によりかなり異るが
この傾向自体は同一であることが分かった。
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1 .はじめに
企業におけるグループウェアの普及に伴い、オフィ
スにおける業務を電子化し、ワークフローシステムに
よりホワイトカラーの生産性向上を図る試みが多数実
施されるようになっきており、各種の方式の研究例が
発表されている[1，3，6，8， 12]0ワークフローシステム
は、定型的業務でフローも最初から固定されているも
のと、非定型業務のように関係者、参照情報が多くフ
ローのJレートもダイナミックに設定されるものの二つ
に大きく分類される。前者のものとしては、基幹系業
務、管理系業務が存在する。後者のものとしては、基
幹系業務の周辺業務や、あるテーマに対するディスカ
ション、意見の収集などアドホック業務が存在する。
定型業務の中でも、基幹系業務は、企業での受注か
ら始まり出荷にいたるまでの営業、設計、資材、製造

までの一連の企業活動に関するものであり、一連の業
務のターンアラウンドをいかに短くするかが企業競争
力上極めて重要である。しかしこのような基幹系業務
のワークフローシステムの導入による効果の分析に関
する研究例はほとんど見当らない。当論文では、ソフ
トウェアの開発業務発注のためのワークフローシステ
ムを構築し、ここでのワークフローの効果の分析と評
価について述べる。分析対象としたデータは、約 500
人の部門での 18ヶ月間のものである。この間の処理
書類の件数は、数千件、分析対象としたワ}クフロー
システムのロギングデータは、約 10万である。
以下2章で企業でのワークフローシステムのあり方
について述べ、 3章で今回構築したシステム位ついて
述べ、 4章で導入効果の分析と考察を論じ、 5章で今
後の課題について述べる。
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2.企業におけるワ}クフローの分析
2.1ワークフロ}の種類
一般企業におけるワークフロ}業務は次の2つの軸
より分類される。一つの軸は、定型業務か非定型業務
かであり、他の一つは、企業活動の主業務かこれを支
える支援業務かである[11]0 図1にこの2つの輸に
よる分した4種類の業務を示しその詳細を述べる。

メ
イ
ン 自主霊務 主主系

(業アd務)ドホック (業管字理務系
支
援

非定形 定形

図1 ワークフローシステムの分類
Fig.l .. kinds ofworktlow in work plaoc 

(a)基幹系ワークフロー業務
営業、設計、資材、製造、経理、物流といった企業
の生産活動そのものの業務のワークフローである。企
業の基幹系情報システムは、受注から出荷までの業務
のサイクルタイムの短縮と経営データのリアルタイム
な把握を目指して‘一つの統合されたデータベースの
もとで、各業務サブシステムを動作させる動きが広ま
ってきいる。ワークフローシステムもこの一つに統合
されたデータベースのもとで構築されることが必要で
ある。
(b)基幹系業務の周辺業務ワークフロー
基幹系業務に対して様々なデータの提供とか、逆に
基幹系データベースを活用し販売戦略の立案といった
情報系の業務に関するワークフローである。
(c)管理系業務ワークフロー
基幹系データベースを利用して各種管理のためのデ
ータの作成や集計を行う業務のワークフローである。
また、オフィスにおける各種管理作業としての議事
録、出張報告、消耗品の発注伺いといった多様なもの
も含まれる。
(d)アドホック業務ワークフロー
この業務には、特定テーマを設定しこれに対するデ
イスカッション、意見の集約、アンケートに対する意
見の収集、何らかの報告書の作成に対して最初の原案
に対する関係者による査読などの業務である。

2.2 企業におけるワ}クフローシステム構築の
あり方
図2に企業における4種類のワークフローシステム
のあり方を示す。この図において、基幹系業務歩ーク
フローは基幹系データベース(以下DBと記述)のも
とで、管理系業務ワークフローはオフィスにおける情
報共有DBのもとで、基幹系業務の周辺業務ワークフ
ローは基幹系DB及び情報共有DBのもとで、アドホ
ック業務ワークフローは、情報共有DBのもとで動作

する。
また、ワークフローのパスは、企業組織情報を参照
して設定するがアドホック業務のみは、利用者がその
場その場でダイナミックに設定することとなる。また、
基幹系業務は、ビジネスプロセスが他社(顧客、発注
先)と紫がって初めて完結する場合が多く、何らかの
形で他社と接続することが必須となる。この為に他社
の組織情報を部分的取り込み参照を行う。

基幹系B

業務処理画面

|メー鳩翻面

図24種類のヲータフローの構造
Fig.2 Ar制御tw-eof4kin也 worldlow

3.構築システムの概要
3.1構築システムの特徴
今回構築した基幹系ワークフローシステムは、 2.2
の企業におけるワークフローシステム構築のあり方に
基づいており、下記の特徴を持っているo
①単一の組織情報データベースのもとで動作する。
これにより、人の移動が発生しても、人事部門よりこ
の組織情報がメンテナンスされることにより、ワーク
フローシステムとしての定義の変更が不要となる。
②基幹系業務システムのデータベースのもとで動作
する。基幹系情報システムは全てこのデータベースの
もとで動作しており、ワークフローシステムもこのデ
ータベースのもとで動作させることにより、システム
としての整合性を図ることができる。
③他の企業のワークフローシステムと電子メールに
よる連携機能を持つ。他の企業とは、ファイヤーウオ
ールと隔てられているためこのファイヤーウオールを
通過できるメールでの連携が必須となる。

3.2 適用業務の業務プロセス
ワークフローシステムの対象とした業務は、ソフト
ウェア開発の発注に伴う発注仕様書作成、見積依頼、
見積査定、価額決定、発注の一連の業務である。設計
部門で発注仕様書、見積依頼が作成され、これが資材
部門経由で鯛達先へ送られ、鯛達先から回答を受取、
これに対して設計部門での見積査定、資材部門での価
額決定と発注の一連の業務である。資材部門での価絡
決定の後の発注、納品、検収、計上の各業務は通常の
資本相周遣業務と共通である。これを図3に示す。
この図において、左側はジフトウェア開発が絡むシ
ステムの受注後の流れであり、右側は、ハードウェア

-98-



のみの受注の流れである。今回のワークフローシステ
ムの適用範囲は、点、線で囲った部分であるo

図3 ロセス
Fjg.3B四h回sPro田S8of ApplicatioD 

3.3構築システムの概要
構築したシステムの概要を図4に示す。このシス
テムは統合業務ノミッケージ SAPR/3を中心に他のシス
テムを付加する形で構築しており、次の要素より構成

される。
a. SAP R/3システム:統合パッケージのシステムであ
り、資材システムはこの中の一つのサブシステムとし
て動作する。
b.組織DB:組織に関する情報であり、ワークフロー
定義の中で、指定された組織(例えば上司)が具体的
にだれであるかの個人を特定化するために用いる。こ
の組識情報には、関連する企業の組織情報も一部持つ。
c.資材システム:発注、納品、検収、計上の資材調達
業務を処理する。各処理オブジェクトがワークフロー
エンジンのもとで動作する。
d.ワークフローエンジン:SAP Rl3の機能の一部であ
り、ワークフロー制御とルートの登録機能を持つ。各
処理オブジェクトは、エンジンからのイベントにより
起動され、オブジェクトの処理の終了はエンジンに通
知される。この繰り返しによりエンジンはワークフロ
ーの制御を行う。
e.見積査定システム:設計部門での見積依頼作成、承
認、資材部門での承認と調達先への送付、調達先から
の回答入手、設計部門での査定承認、資材部門での価
格決定の各処理オブジェクトより構成される白この見
積査定システムは、 SAPR/3のワークフローエンジン
を利用しており、エンジンに対するイベント起動は
RFC(Remote Function Cal1)を利用し、エンジンから
の処理オブジェクトの起動は OLE(ObjectLinking and 
Embedding)により行っている。
f.メールシステム:ワ}クフローエンジンが、利用者
に対して処理すべきイベントが存在することをメール

で通知するために利用する。また、調達先に対する見
積り依頼要求及び添付資料も見積査定システムの中の
一つの処理オブジェクトよりメールで送付指示がなさ
れる。調達先からの回答は、メールで特定のアドレス
の受信に対して処理オブジェクトが起動され、これが
添付情報めデータベースへの格納とワークフローエン
ジンのRFCによる起動により再びワークフローに乗
せる処理を行う。
g.資材 DB:資材システムが動作するための DBであ
り、発注に関するトランザクション情報と発注先、発
注単価などのマスター情報を持つ。
h.見積 DB:見積査定システムが動作するための DBで
あり、見積に関するトランザクション情報と過去の見
積実績、見積単価などのマスタ}情報を持つ。
i.共通DB:資材システム及び見積査定システムが共通
情報、および二つのシステムで受け渡す情報を格納す
る。これらの三つのデータベースは、いずれも、SAPR/3 
のDBの一部を構成する。
j.調達先見積システム:調達先でのワークフローシ
ステムであり、ワークフローからのメール受信により、
メールと添付ファイルによる簡易システムで対応して
U 、る。

a 

図4 構成システムの概要
Fig.4 Outlinc of Implement System 

3.4ユ}ザ操作とシステムの動作
図5に登録者、検印者が実際に行う操作フローを示
す。設計部門の担当者は、発注物件に対する見積依頼
の書類の作成を行い、これを検印者へ送付する。検印
者は、問題がなければ、管理者へまわす。問題があれ
ば、差し戻しを行う。管理者の検印の後は、資材部門
へ送付され、新規の取引の場合には、管理者の検印を
得た後、調達先に電子メーノレで送付される。調達先か
らの回答は、資材部門経由で設計部門に送付され、工
数などの査定を行う。設計部門での査定の完了後、資
材部門へ送付され、価格の査定などが行われたあと最
終的に発注がなされる。価格の査定までは、図4での
見積査定システムでおこなわれ、資財部門での最終的
な発注は、図4資財システムで行れる。
このような一連の処理の流れのなかで拒否され直前
の処理者へ返される否認処理、資材部門が拒否し設計
部門へ返されるなどの部門間での返却処理が存在する。
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図5ワークフロー操作の流れ
Fig.S flow ofwor凶owopcration 

返却処理は、その部門の管理者へ返され￥ここから担
当者に返却される流れとなる。これらの各検印プロセ
スは、全てを通過するものではなく調達先、金額によ
り適宜バイパスのyレールが定められている。

4. ワークフローシステム導入の効果の分析と評価
4.1業務プロセスの変化の分析
当システムでの 97/9から 99/2までのワークフロー
システムのロギングデ}タiこよる分析結果を以下に示
す。ロギングデータは、最初にワークフローシステム
への発注書類の投入を行った時、および以降の検印の
度に、発注書類番号、検印部門、検印者、検印日時が
ログとして採取される。分析対象としたのは、 A，B， 
C， Dの4つの設計部門であり、この4部門が処理全
体の 3/4を占める。各部門は、 100から 150人の部門
であり、この聞の処理件数は約6，000件である。
これらの部門では、ワークフローシステム導入前は、
紙による書類を部門間でまわす、あるいは、発注先に
対しても FAX，郵便で処理を行っていたものである。
図6は A，8， C， D 4部門全体での最初の発注書類を
起草してから、最終的に資財部門が発注を行うまでの
経過日数の推移を表す。この図に於いて、横軸は、年
/月であり縦軸は、ワークフローシステムを導入する
前の平均の経過日数を 100とした時の相対経過日数で
ある。以降のグラフでの相対経過日数も全て、これを
100とした時の相対値として示している。また、こ
の図では、相対経過日のグラフと共に、二次多項式に
よる近似値を合わせて表示している。以降のグラフで
の多項式の表示は何れもこの2次多項式による近似値
である。
次に図7は、 4部門全体の相対偏差を示す。標準
偏差値は処理経過日の低減と共に低減するためその月
の処理経過日の平均値で割ることによりノーマライズ
したものを相対偏差とここでは定義している。
図8は、 A，B， C， D部門毎の処理件数の推移
を示す。この図に於いて縦軸は、部門毎の一月あたり
の処理件数を示す。

図9は、各部門A，B， C， D毎の相対経過日を
示す。また、図 10は、部門 Dでの領域毎の相対経過
を示じている。この図で、領域 1-4は図5の DI-04
にまた、全体がT1対応する。
図 11は、領域4での各部門毎の経過相対経過日数
の推移を示す。 図 12は、部門Dにおける領域1-4
における相対偏差値の推移を示す。
(1)経過日数の推移
図6から分かるように4部門全体で見ると当初は、シ
ステム導入前より日数が掛かっているが、時間と共に
低下し、 98年1月あたりでシステム導入前よりも低下
し、以降も低下を続けるが 98年8月あたりで下げ止
まっていることが分かる。しかし図7で示すように相
対偏差値は、経過日数が下げ止まったあとも引き続き
低下をつづけていることが分かる。この傾向は、図9
に示すようにA，B， C，D部門個別でも同様である。
但し、部門により、相対処理日数自体はかなりの違
いが存在する。また、部門毎の月毎の処理件数を図8
から見ると部門Cのみは増加傾向を示しているが、他
の部門は、横遣いであることが分かる。
経過日数の部門毎の相違は、 C，B部門は発注単
位が小で機械的に処理が可能であるのに対して、 A，
D部門は、発注内容が複雑であり、内容確認、査定処
理などに手聞が掛かるためと考えられる。しかし処理
件数と経過日数の低下度合いの関係は、表1に示すよ
うに相関性は見られな¥t'0 

表1各部門の月あたりの処理件数
Table 1 number of document per month 

部門 一月平均 経過日数 低下度
件数/100人 (98/8) 合い

A(99人) 72件 104 暖
B (127人) 35件 80 大
C (146人) 108件 54 大
D(124人) 40件 104 大

(2)経過日数の領域毎の推移
図 10の部門Dでの領域毎の経過日数の推移から分
かるように経過日数は、領域2が大きな比率をしめて
いるo領域2は、発注先に見積依頼を送付し、その回
答が返ってくるまでの日数であり、従来の郵送、 FAXの
処理に対して亀子化の効果が大きく出ていると考えら
れる。また、領域1，4も低減傾向を示しているが領
域3はほぼ横遣いである。これは、発注先からの見積
回答を受取、開発部門での査定であり元々比較的ルー
ティンワーク化している為と考えられる。
(3)領域4の経過日数の推移
図 11の部門毎の領域4での経過日数の推移から分
かるよう発注件数の少ないB，D部門ほど当初は、経
過日数が掛かつており、時間と共に低減している。ま
た、 A，C部門は経過日数が当初より小さく、フラッ
トな推移を示している。これは、資材部門は、発注部
門毎に担当者が存在し、一人の担当者がそ部門のもの
を全件処理するために、担当者の特性にディペンドす
る要素が大きいためと考えられる。
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(4)各領域の標準偏差の推移
図 12のD部門の各領域毎の相対偏差値から分かるよ
うに領域1の相対偏差は、他の領域よりも大きな値を
示しているが、時間と共に低減している。また、領域
2--4では、経過日数の下げ止まった後 (98/8以降)
も相対偏差値は低下を続けている。領域1は開発部門
の書類の起草であり、途中での見直し等最終検印まで
の経過日数に変動が大きくなると考えられる。一方、
領域2は発注先への見積依頼を出てから見積が返るま
での経過日数であるにも関わらず相対偏差は小さな値
を示している。これは、発注先とは定常的なオベレー
ションを行っており、安定した関係にあることを意味
している。また、領域3，4も小さな値を示しており、
この領域での処理内容が見積回答に対する査定、評価
であり変動要素が少ない為と考えられる。

4.2考察
(1)経過日数の変化
経過日数は当初は、ワークフローシステム導入前
よりも日数がかかっているが、時間の経過と共に低減
し導入前よりも小さな日数で下げ止まるロこれの理由
は次の2つが考・えられる。一つは、当初はワ}タフロ
ーシステムそのものに不慣れであったため時聞がかか
っていたものがシステムに対する慣れにより処理日数
が減少してきたものであり、もう一つは、実際にワー
クフローシステムに業務が載ることにより、本来の処
理のスピードアップに繋がってきたものである。ワー
クフローシステム導入の直後の大きな低下は、前者の
理由であり、その後の緩やかな低減は、後者の理由と
考えることができる。この経過日数の低減のスピード
と、月あたりの処理件数は今回のシステムでは相関は
見当たらなかった(表1参照)。これは、ソフトウェ
ア開発の発注件数は、一人あたり月、 1件以下であり、
操作の学習効果には、それほど関係しないためと考え

られる。
'(2)処理の安定性
経過日数の下げ止まった後も、相対偏差の低減は続
いており、処理の安定性に対するワークフローシステ
ムの効果が出ていると考えられる。また、発注の為の
書類を起草する開発部門の処理の相対偏差は、他の査
定、評価の相対偏差より高くなっているが、時間経過
と共に、他の処理での相対偏差に近づいており従来の
書類をテンプレートとして活用することによる処理の
安定性の効果が出ていると考えられる。また、発注先
との見積依頼、回答の経過日数の相対偏差は当初より
小さく、発注先と安定した協業を行っていることが裏

付けされた。

6.まとめ
基幹系のワークフローシステムの構築によるシステ
ム導入効果の分析をおこなったo その結果、システム
導入当初は、導入以前よりも処理日数がかかるが、時
間と共にこれは低減し、導入以前よりも小さくなるが、
その先で下げ止まること。また、下げ止まった後も標
準偏差値は低下し業務の安定性はさらに改善されるこ
とが分かつた。今後の課題としては、以下のものが存
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(1)ワークフローシステム導入により、どの要素が寄
与したかのさらなる分析により、ワークフローシ
ステムやシステム運用を向上させるさせるための
方策の提案
(2)今回は基幹系のワークフローシステムに焦点を当
てて効果の分析を行ったが、他の種類のワークフ
ローシステムに対しでも同様のことがなりたっか
どうかの分析
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